
【様式� 1】-2

道路政策の質の向上に資する技術研究開発

【研究状況報告書(2年目の研究課題対象)】

①研究代表者

氏 名(ふりがな) 所属 役 職

石川雄章(いしかわゅうしょ

う)

東京大学大学院情報学環 特任教授

②研究

テーマ

名称� 1 Tを活用した合理的な事業マネジメントシステムに関する研究開発

政策

領域

[主領域]コスト構造改革 公募

タイプ

タイプE

[副領域]

③研究経費(期・位万円)

※H20、21は委託金額、� H22は� 
計画額を記入。端数切り捨て。

平成20年度 平成21年度 平成22年度 総合計�  

1 8 9 8万円� 1 8 7 0万円� 220 0万円

④研究者氏名
(研究代表者以外の主な研究者の氏名、所属・役職を記入して下さい。なお、記入欄が足りない場
合は適宜追加して下さい。)

氏 名 所属・役職

越塚登 東京大学大学院情報学環教授

市 川暢之 東京大 学 大 学 院 情 報 学 環 特 任 講 師

松田智幸 東京大学大学院情報学環特任研究員

木ノ下勝郎 東京大学大学院情報学環特任研究員

二宮利江 東京大学大学院情報学環特任研究員

⑤研究の目的・目標

道路資産の老朽化に伴い維持管理がますます重要な課題となるなか、限られた人員の中で、多様化

する利用者ニーズへの対応や工事施工や維持管理業務の円滑な実施・管理が求められている。このた

め、以下の方法を用いて、� 1 Tを活用した合理的な事業マネジメントシステムの確立を目指す。� 

1) EAによる道路行政の業務・システムの分析� 

2)重要情報データベースと履歴情報アーカイブの設計� 

3)別途実施予定の I1 Tを活用した履歴管理と現場業務の省力化の実験」の成果の反映

4)段階的な改善方策の検討及びとりまとめ� 
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I@これまでの研究経過� 

(1)研究計画部20-H22)の確認、

本研究の採択時に新道路技術会議より、� f①既存の研究成果やシステムの運用状況を精査した上

で、語別具体的な研究目標・研究成果〈システム構築の意義・業務の改善効果)を明確にし、研究

を進めることん「②� 1Tを活用した維持管理手法を合め、当該業務マネジメントシステム

おける受け入れ可能性の十分な検討・検証を行うこと」、との条#が不されている。

このため、本研究を開始するにあたり、当初の研究提案をベースに国七交通宿本省、田上技術政

策総合研究所、関東地方整備局、東京間道事務所及び東京都と意見交換を行い、これちの条件を踏

まえて、本研究の対象範関、成果目標、検討体制等の基本的な枠組みを確認した。� 

i)成果目標:平成 23年度から現場でマネジメントシステムの構築を行うのに必要十分なレベル

の研究成果とすることを日擦とする。� 

ii)研究対象:道路管理に関し重要性や費用対効果の高い業務を対象とする。対象分野はり公物管 

2)道路巡回出災者情報の把躍、災害清報の共存� 4)道路占用許可とする。

研究方法:新進路技術会議の条件を踏まえ、平成� 20年度~平成� 22年度の研究計画に基いて

研究を進める。(表� 1) 


く表� 1:平成 20年度~平成22年度の研究計画〉


研 日� H 20 

-困、 -事例分析の拡充 ト関連資料のとりまとめ
1 )道路行政の業

-業務体系・
-シス

理� 

2) 
纏ア {ス・了寸イプ

ベースと腹壁官報ア

…カイブの設許
計� 

3) 

成果の反映� 

4)段賠的な改善方|・既布システムの調査 |・改善方策のフレームワ 1 ・改善方策のとりまとめ


擦の検討 ーク


検討体制:悶土交通省本省、国土技指政策総合研究所、関東地域整備局、東京国道事務所、東

京都及び東京大学かちなる研究全体をマネジメントする会議体を設ける。この会議体に、本研

究の具体的な内容を検討する� f合理的なマネジメントシスチム検討会議(東京大学担当) (以

「マネジメントシスチム検討会議j という)と現場事務所での実証検討を行う� r1 

よる現場業務省力化検討会議J(現場事務所担当)を設置し情報交換しながら進める。

こととなった。� 
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(2)平成 20年度の研究成果

①公物管理、 φ道路巡回、@災害情報の把握、災害情報の共有、④道路市用許可の 4業務に関連

する、維持務繕事業、防災対策事業、震災対策事業、直轄道路災害復旧、雪嫌事業、共同溝整備

業、道路占荊の 7事業について WFA、CRUD表等を分析した。その結果、業務の内容・流れは、

、②道路巡回業務(パトローJv)③問合せ対応業務(昨|博処理)、 

4タイプに整理できることが明らかとなった。 

2 0 りである o (表 2、表 3)

研究許師議


選路管理 DMM


道路管溜 DFD


道路管理 WFA
 

。研究対象業務の課題の棚卸は実施済み。 

0研究対象業務に関するクラス肱J(案)は作成済み。 

O研究対象業務に関する ER図(案)は作成済み。 

0研究対象業務に関する CRUD表は作成済み。 

0改善方針に関する基本的な考え方を幣理。 

O取扱方針に関する基本的な考え方を整理。

トタイプシステムの概要設計について整理。


TUト夕刊。開発報告書 により実施せず。


プロトタイプ評価対応一覧

実験成県報告書

既存システム・調査結果

重要課題対応一覧

凡例 :0:予定通り、ム:

く表 3:関連資料のレこユ

災害事故報告書など、約80の帳類・台帳等を収集・確認

道路巡回マニュアルなど、約40の袈償・マニュアル等を収集・確認、

道路巡凹支援システムなど、約9の既帯システムを調査・分析

業務分析・改善やシステム設計・開発に関する約 20の既存調査等をレビュー

その結果、平成 20年度の研究成果に対し、新道路技術会議より「研究の進捗状況、見通し

ともに概ね順調である。なお、現場での適用性や個々の研究成果の総合を図るなど、指摘事

項に留意しながら、現行のとおり研究を推進することが妥当である。 J との評価を得た。 
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(3)平成 21年度の研究概要

①新道路技棋会議からの指描事項とその対応

車成 20年度の中間評価において、平成 21年度研究を進める際に留意すべき事項について指摘

されており、それらに対応する形で研究を行った。(表 4)

<表 4:指擁事項とその対応〉

平成20年F壁掛費成嬰への指檎議環 平成21年設構鍾事項への対応

システムの替し悪しを寄留するさ義準を明確iこ薙
立する 議議熱識の蛾算や、現場へのプロトタイプ

業務政義効果の定量的な静{議事j去の開発を期 システム導入・評価などを撰路

待したい

開発された合理的マネジメントシステムと、社金
，民間ニーズの関!こトレードオフが無いことを繍
認されたい 働研究体棋に事業者や現行システム痘

当者との協議の犠を設置
施工など恋掘さ話する事業者などとの協犠や主主克

聴取なども品袈

現場事務所での検証結粟を踏求え、研究目 議参強擦の試算や、現場へのプロトタイプ

選戒できるように、今後の進め方を檎討する システム導入・評個などを擁雑

行政の既存システムの洗い出しとその運用上のみ命現行システムの機能概要、技箭体系
問題点を整理したうえで、システム改築の裁をえ 私 の可現化、現行システムの課題をシス
方、業務のあり方、執持方法について研究を行見 テム持逝饗へのとアリングを通じて棉
い、従前行われていた研究に比べ大寺〈前瀧し量 出 一
た成県を得る

外注によって得られる成果と研提者独自の投書j系議語研究の進め方の策定において研究者
と成果がそれぞれ良く分かるようiこする 安 と外注の役割分担を明雑化

②検討体制の構築


本研究は実際の業務に密接に関連することから、道路管理者等下記のメンバーの協力を得て


調査・分析を行うとともに検討内容の品質管理を行った。


-国土交通省本省道路局国道課: 担当窓長、専門官、課長補佐、係長 等


・関東地方整錆局 道路部: 道蕗企嗣官、担当課長 等


-東京国道事務所: 担当副所長、担当課長、担当係設等


-東京都 都市整構局及び建設局: 担当課長、担当係長等


・東京大学: 石川特任教授、越塚教授、持任研究員


なお、単純な分析作業等は外部に作業を委託した。


。呉体的な研究方法 

2 0年度~平成 22年度の研究計画の 2年度として、 i)"-'i垣)の方法により研究を行った。

なお、当初の提案内容に含まれていたゆj途実施予定の実証実験の成果の反映j については、事

務所での実証実験が行われなかゥたため実施していなし'10 

i)道路行政の業務・システムの分析 

a.業務体系・ 1吉報体系の整理 

2 0年度に仲成した業務・システムの DMM、DF 、WFA、クラス関、 ER岡 CAs-Is) 
を描く。また、他の研究項目の成果等を罪CTo-Be)吉報体系のあるべき姿11をもとに、業務体系.

り入れて平成 20年度の成果そブうッシュアップする。 
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ii)重要情報データベースと履歴情報アーカイブの設計 

a.帳票の改善方針、情報の取扱方針の改善・設定

平成 20年度に作成した CRUD表を分析するとともに、関係機関の担当者を交えて検討を行い

帳票の改善方針、情報の取扱方針を設定する。また、重要情報データベースと履歴アーカイブの設

計のための基本的な考え方を整理する。 

b. プロトタイプの運営・評価

上記 a.の成果に基づき、情報システムに実装した方が良い帳票の種類やデータベースとして持

つべき情報の範囲を設定する。これを基に関係機関と協議のうえ、改善効果が高いと想定された業

務を対象に、プロトタイプを構築して現場で運営してその効果を評価する。

出)段階的な改善方策の検討 

a.改善方策のフレームワークの検討

平成 20年度の成果である「業務上の課題・対応」をもとに、重要課題とその対応策について分

析を行う。また、既存システムの分析を行い課題と対応策を明らかにする。

これらの検討結果を踏まえて、改善方策を検討するためのフレーム(対象業務、改善目標、改善|

項目、改善手111貢、推進体制、必要資源、改善策の評価方法、等)について整理する。 

(4)平成 21年度の研究成果

平成 20年度の研究により、業務の内容・流れは、①重要構造物点検業務(橋梁点検)、②道路

巡回業務(通常パトロール)③問合せ対応業務(苦情処理)、④道路占用許可の 4タイプに整理で

きることが明らかとなった。業務の内容・流れが似ている場合には、事業種別に係わらず課題も似

ていることから、同様の対策によって改善が見込まれる。

これまでの成果を踏まえて本省、整備局と調整した結果、関係者が多岐にわたる道路占用許可は

検討対象から除き、①重要構造物点検業務(橋梁点検)、②道路巡回業務(通常パトロール)、③問

合せ対応業務(苦情処理)の 3業務について、あるべき姿(To・Be)、改善方針及び改善効果の検討

を行った。

これらの検討の結果、①重要構造物点検業務(橋梁点検)、③問合せ対応業務(苦情処理)の 2

業務が、対策が容易で改善効果が高いことが明らかとなった。このため、この 2業務についてプロ

トタイプを構築して現場で運営を行い効果の評価を行った。、

また、これらの検討実績及びその成果をもとに、現状分析から改善方策立案に至る業務改善の一

連の流れを方法論として整理するとともに、プロトタイプによる評価が高かった 2業務について具

体的な改善策のためのフレームワークを提示する。

このように、平成 21年度の研究は当初の予定通り進んでいる。(表 5) 

なお、今年度は現場事務所での実証実験が行われなかったため、それを反映する研究は行って

いない。 
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く表� 5 : 

業務で捷用されている鞍票の流れや標噂的な業務手順書等を参考に、

各機能で薮われる情報とその関連性(将来像〉を可撰{じする。

分析対象業務に対し、将来(あるべき姿)の業務の手続の流れ、

票、情報システムとの関係を可撹化する。

策定済み10'-γ現行業務の全体像と、将来業務の全捧換を比較し、改善蕩果を明らか� 

計書

プロトタイ

・運用

トタイプ運

10策定済み
し、業務の改静姑果を確認する� l 

システムの採用技術、合理的なマネジメントシステム

まえ、今後関連システムで適用すべき技能参照モデルを作成する

合理的マネジメントシステムで構築すべきデータベースのテ一

義書を作成する

合理的マネジメントシステムでアーカイブ化すべき鞍票・台帳等を明確

化する

システムとのインターフェイスが必要なa時報や手続きとついて、イ

ンターフェイス定義警を#成し、現行シスチムから見た評価を実擁する

上記の� EFミ

設計するo

画面設計等について現場職員等の意見を取り入れながらプロトタイ

シスチムを開発・

-運用

トタイプの運用・

める。

済み

の結果についてとりまと� i
。策窓措み� 

1様票の改善ポイ

ント

帳票の続合案の

作成

帳票統合ヂザイ

ンの効果算定� 

CRUD表

0策定済み

。策定済み

業務の改善方針、クラス留・ ER 図の~るべき姿を踏まえ、!際禦の改革
ロ� I 策定済み

ポイントを整理する

帳票の時ポイントを踏まえ、改善後・統合後の擦をデザインする� I熊定済み

轄の統合案を実現した場合を想定し効果如実施する� I策定済み� 

WFA(恒b-Be)、ER層(百倍。)、帳票の統合案を基に、� CRじち表(To-Be) I 
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わ研究成果の発表状況

現時点では、発表していません。� 

ID研究成果の活用方策� 

( 1 )プ口トタイプシステムの活用

①問合せ対応プロトタイプシステム

した問合せ対応プ口トタイプシステムは、現場での運用評価において実施効果に

い。このシステムは、道の相談室などの業務改善にも利用可能であるため、こ

らの取り組みと調整しつつ、早期に実際の業務で利用することが望ましい。このため、今後、

連用を前提としたセキュリティレベルの確保、運用コストの削減等について、サービス・技術等

の比較検討を行い、ブ口トタイプシステムの実運用への移行を進めるとともに、東京都などの

係自治体との連携についても併せて検討を進めることが盟ましい。

平成� 22年度は、プ口トタイプシステムの実運用への移行について検討する予定である。� 

φ構梁点検調査プロトタイプシステム

した橋梁点検調査プロトタイプシスチムは、現場職員による高い評価な得てい

る。このシステムを右効に活用するためには、� MICHIシステム等既存の施設管理ヂータベー

スとの連携が有効で為ることかち、これちの既存システムと韻整のうえ、システム仕様書を定町

することが望ましい。

また、本研究では橋梁を対象と トタイプシステムを構築したが、トンネル

等の他の構造物についても同様の検討方法により効果の高いシステムを構築すること

ある。本研究で、骨格となるクラス図やER関は作成済みであるため、これらを活用し

・分析できるシステムとして検討を進めることが望ましい。� 

2 2年度は、既帯の施設管理データベース管明者の協力が得られれば、橋梁の点検調査を

対象に実装レぺんのシステム仕様書を検討する予定でめる。� 

(2)合理的な事業マネジメントシステム

①業務改善の方法輪� (Ea-symet初心の活用

本研究で用いた現場の業務改善の方法論(Ea-symothod)辻、本研究を通じてブラッシュアップ

され、合理的な事業γネジメントシステムを実現するための方法論としても

ちかとなった。この方法論を体系化し現場職員にも理解しやすい内容に整理し、

するツーんを開発することで、現場での自主的な業務改善の取り組みが進むと考えち� 

2 2年度は、合理的な事業マネジメントシステムの推進方法のーっとして、業務改善の方

法論(Ea-symethod)の支援ツールの研究開発を行う予定である。

②各種ドキュメントの活用

本研究で作成した� FD、WFA、CR D表等の各種ドキュメントは、渦去の調査・分析結

果等の徹底的なレビューを行い、関保機関の現場職員の意見を十分に取り入れて、標準的な記述

方法で現場の実態を可視化したものである。このため、システム設計の資料としてだけでなく、

業務担当者が異動する際の引き継ぎ、資料としても活用できる。今後は、本研究の成果を定期

改訂するなど、組織としてこれらのドキュメントの品質を管理するた

望まし

平成� 22 各種ドキュメントの管理手}II買等について検討を行う予定である。� 
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ID特記事項� 

( 1 )研究で得られた知見と成果(1月25日現在の見込み)
 

1)重要構報に基づくクラス関、 ERI蓮のあるべき姿の整理


現場における情報の利用実態を分析した結果、組織情報、位置情報、諸元需報等を重要情報と

して特定し、これをもとにクラス閥、� ER函を作成した。これまでのクラス図、� ER図の作成は

客観的に評偶するモノサシがないままに設計されていたが、業務実態における情報の重要度とい

う客観的なモノサシを患いでこれらを設計した意味は大きい。� 

2)業務改諮効果の算定� 

WFA、CRUD表、課題一覧によって対象業務の流れと課題を可視化し、これに基づ、いて

現場職員からのヒアリング等によち実際の所要時間等を詳細に分析し業務改善による効果の算

定を行った。方、こうした現場での分析作業が国難な場合を想定し� CR D表に基づく

業務の改善効果の算定方法を考案し検討を行った。こうした算定結果をベンチマークとして改

善策の� PDCAを同すことが継続的な改善につながるもの される。� 

3) プロトタイプシステムの運営・

業務改善の費用対効果が高いと見込まれる業務についてブ口トタイプシステムの運営・

を行った。� 12月に� 1問自の運営・評価を行い、その結果を反映して改善したプロトタイプシ

ステムを用いて� 1月末"""'-'2月初に� 2凶目の運営・評価そ行うこととしている。 1間住の運営・

評価の結果、業務改善の効果が期待できることが確認された。また、� 2回の運用・評舗を通じ

てブ口トタイプシステムにおける改善点の洗い出しが概ね完了し、実装レベルの仕様書を仲成

する上での課題が明らかとなる。� 

4)現場職員に対する学習効果

本研究では、本省、整備局、事務所の職員の参加のもとに業務分析を行って現状の業務や課

題を再視化し、これに基づいて職員自らが対応策を検討し試行・評価しながら現場に導入する、

といった一連の取り組みを通じて現場職員に対する学習効果が生まれている。今後も継続的な

業務改善が行われるためには現場職員の自発的な取り組みが不可欠で、あり、引き続き現場職員

の参加を期待� 

5)地方自治体との連携

本研究には東京都の道路担当部局の職員も捗加しており、東京都も本研究の成果を活用しな

がら同様の試行・評価を進めることを検討している。例えば、間合せ対応等の実運用について

は地方整備局と昌治体との連携も必要となることから、本研究を通じて共同利用等の取り組み

ば、より効果的な成果となりうる。� 
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(2)研究の見通し

国土交通省本省、関東地方整備局、東京国道事務所等の協力のもと、ほぼ当初の計画通りに研究

は進んでおり、平成22年度末までに所期の目的・目標は達成可能である。� 

( 3)進捗についての自己評価

今年度の研究の進捗については、前述<表� 5:平成21年度の研究成果>に示す通り、計画通りに

進んでおり、適切と認められる。また、研究のマネジメントについても、� PMBOKのマネジメント

体系に照らして適切と認められる。(表� 6)

<表 6 :研究マネジメントの自己評価>

項目 評価 概要� 

1. 統合マネ

ジメント
O 

マネジメントシステム検討会議を設置し、研究計画、進捗状況、研究内容� 

の確認・修正などを行っており、研究全体を適切にマネジメントしている。

また、当初予定していた研究成果は達成している。

2. スコープ� O 

新道路技術会議からの指摘等を踏まえて、国土交通省本省、国土技術政策� 

総合研究所、地方整備局、事務所等と検討を行い、研究対象業務を絞り込

んでおり、スコープの設定は妥当である。� 

3. タイムマ� 

ネジメント
O 

マネジメントシステム検討会議の定期的な開催により、ほぼ計画通りに

進んでいる。

4.品質管理� O 

国土交通省本省、地方整備局、事務所の担当職員が分析方法の考え方を十� 

分に理解したうえで各種のドキュメントの内容を確認しており、品質管理

は適切に行われている。また、プロトタイプシステムについては、現場職

員等から高い評価を受けている。� 

5. コストマ

ネジメント� 
O 

当初の予算計画から大きな車離はなく、また、実施できなかった業務につ

いては減額を行う予定であり、適切なコストマネジメントが行われている。� 

6. 人的資源� 

管理
O 

研究内容に応じた外注範囲の調整、特任研究員の採用などにより適切に行

われている。� 

7. コミュニ

ケーションマ� 

ネジメント

O 

研究全体をマネジメントする会議体を設置し、関係者間の情報伝達、意見

交換、内容確認等のルールを定めたことにより、コミュニケーションマネ

ジメントは適切に行われている。

8. リスクマ� 

ネジメント
O 

本研究の主なリスク要因は、� r6. 人的資源管理Jと「別途現場事務所で行� 

う実証実験の成果の反映Jである。早期発注・早期採用など人的資源管理

は適切に行われ、現場事務所の実証実験を必須としない研究アプローチを

採用し、リスクに対して適切に対処しているb 

9. 調達マネ� 

ジメント� 
0' 

プロトタイプの運用評価など外注の管理も適切に行われている。
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